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会 議 録  

会 議 の 名 称 第７３回行田市都市計画審議会 

開 催 日 時 平成２５年１２月１９日（木） 
開会：午後２時  閉会：午後４時１０分 

開 催 場 所 行田市産業文化会館 第２会議室 

出席者 (委員 ) 

氏 名 

大関守宏 朽木宏 大野久美子 小川雅以 田尻要 香川宏行 松本安夫  

栗原二郎 高橋弘行 小林友明 大野康夫 新井清介 （名簿順・敬称略） 

※幹事 小林都市整備部長 栗原都市計画課長 
欠席者 (委員 ) 
氏 名 岩田譲啓 小倉敬翁 岩根忠（敬称略） 

事務局・担当課  都市計画課・加藤主幹 金子主査 横倉主任 

会 議 内 容 

議 事 
（１）議第１号 行田都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の

変更」について 
（２）議第２号 行田都市計画「区域区分の変更」について 
結 果 
（１）及び（２）について、案のとおり承認 

会 議 資 料 

（資料名・概要等） 

① 次第 

② 行田市都市計画審議会委員名簿 

③ 行田市都市計画審議会条例 

④ 行田市都市計画審議会会議傍聴要領 

⑤  資料１（議第１号変更決定図書）  

⑥  資料２（議第２号変更決定図書）  

⑦  参考資料１（議第１号新旧対照表）  

⑧  参考資料２（議第１号説明資料）  

⑨  参考資料３（まちづくり埼玉プラン）  

 

そ の 他 必 要 
事 項 
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発 言 者  会議の経過（議題・発言内容・結論等） 

 

 

 

 

 

小川会長 

 

 

 

 

 

栗原幹事 

 

 

 

 

 

事務局（横倉・

金子） 

小川会長 

小林委員 

 

 

 

 

小林幹事 

 

 

 

小林委員 

１ 開  会 

２ あいさつ 

・小川会長あいさつ 

３ 議  事 

審議 

・本日は、平成２５年１１月２２日付け、行都第１０９３号にて

行田市長より意見聴取のあった「議第１号 行田都市計画都市

計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更」及び「議第２号 

行田都市計画区域区分の変更」についてお諮りする。 

・議第１号及び議第２号については関連があることから、一括し

て議題とする。幹事に説明を求める。 

・本日意見聴取させていただく、議第１号「行田都市計画都市計

画区域の整備、開発及び保全の方針の変更」及び議第２号「行

田都市計画区域区分の変更」ついては、いずれも埼玉県の都市

計画であり、県から市への意見照会を受けて、本審議会へ意見

聴取させていただくものである。内容は担当より説明させてい

ただく。 

■ 資料を用いて説明 

 

・ただいま担当より説明があったが、意見や質問はあるか。 

・資料２の新旧対照表右側（旧）の「１．区域区分」の備考欄に

記載のある「市街化区域への編入 ４７ｈａ」というのは、み

なみ産業団地のことだと察するが、この地区の編入の年次はい

つか。また、その編入後に、区域区分の変更が速やかにできな

かったのか、今日まで待つ必要があったのか確認したい。 

・みなみ産業団地の市街化編入は、平成１６年４月に行っている。

計画における目標は平成２２年となっているが、これを踏まえ

て、結果として平成１６年に市街化区域へ編入したもので、待

っていたということではない。 

・一点目の年次は理解した。二点目としてお聞きしたかったのは、
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栗原幹事 

小林委員 

 

 

 

事務局（金子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

小林委員 

 

 

事務局（金子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年に４７ｈａを編入して市街化区域面積１，１６０ｈ

ａという規模が確定したものと解釈しているが、その平成１６

年以降、この変更手続きができなかったのか、なぜ手続きをし

ないで今日まできているのか、理由があれば教えていただきた

い。 

・前回の整開保策定時に、みなみ産業団地は面積を算入している。 

・前回この４７ｈａを編入して、市街化区域面積が１，１６０ｈ

ａであるという確定がなされていると、その基準年次が平成１

７年ということか。だとすると、区分の変更という意味合いを

理解できないのだが、そのあたりを説明いただきたい。 

・資料２新旧対照表の旧については、記載がなくて分かりづらい

が、基準年次は平成１２年である。都市計画基礎調査が平成１

２年を基準として行われており、それに基づいて区域区分の規

模を、平成２２年を目標として位置付けている。よって、平成

１２年時点で市街化区域面積は１，１１３ｈａ、平成２２年の

目標が１，１６０ｈａということになる。今回の変更（案）で

は、平成２７年度ということで残り２年だが、この期間内では

区域区分を変更する予定はないことから、１，１６０ｈａと同

一の面積としているところである。 

・流れは理解できた。しかし、平成１７年以降、区域区分の変更

は今日までできなかったのか。ここまで期間を経る必要があっ

たのか、そのあたりをお聞きしたい。 

・市街化区域の拡大については、工業団地の造成等、明確な目的

を持たないと難しい。例えば圏央道の周辺自治体では、圏央道

の沿線に工業団地等を造成する中で、区域区分を変更するよう

な例も見受けられる。行田都市計画区域においては、今回はそ

こまで明確な、具体的な事業がなく、区域区分の変更はないと

いうところであるが、都市計画マスタープランにも位置付けた

産業系土地利用検討ゾーンなどの具体性が高まったときには、

埼玉県と協議したうえで、整開保や区域区分を変更していくと

いう形になる。今回は県内全ての都市計画区域において、権限



 4

 

 

 

 

新井委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小川会長 

 

 

 

 

 

 

小林幹事 

 

 

 

 

移譲等を受けて市町村の自主性を高めるという趣旨の変更であ

り、既に６地区は変更が完了しているが、行田都市計画区域を

含む全区域が、来年２月開催予定の埼玉県都市計画審議会を経

て、変更される予定である。 

・市の他の色々な会議等を見ていると、行田はいかにして人口を

増やして発展させていくかということが主題になっていること

が多いが、市の全体面積は決まっているわけで、その内訳とし

て市街化区域が１７％、市街化調整区域が８３％という比率は

変わらないのだろうから、この１７％の中の人口密度を増やし

ていかなければならないと思う。また他にも、まちを元気にし

ようということで、企業誘致や観光振興など多方面で取り組ん

でいると思う。そのような中で総合的に考えていくと、例えば

資料１において、平成１７年の人口が８万８千人、平成２７年

の推計がおおむね８万７千人となっているが、現実には平成２

５年の時点で８万５千人であるわけで、せめて平成２４年くら

いの数値を載せるべきではないか。製造品出荷額の推計等を見

ても、現実は違ってきている。もっと現実的な資料を出して、

現実はこのようで、だから今後はこういうことをするなど、現

実に即した会議であってほしい。 

・この審議会で議論を行うにあたって、数字は生きて動いている

ものであるから、先月、先々月の数字を使用しろとまでは言わ

ないが、平成１７年の数値というのはあまりにも古いというこ

とを言っているのだと思う。行政にはいろいろと規則があると

思われるが、これに関する決まりごとがあって、そのためにこ

の数字を使用しているなど、そのあたりの理由の説明をしてく

れれば理解が進むと思う。 

・整開保の基準年次が平成１７年である理由については、平成１

７年に実施した国勢調査を基に、国立社会保障・人口問題研究

所が平成２０年に人口推計を出しており、この数値を用いてい

る。例えばこの計画が２年～３年で見直しをするものであれば、

もう少し現実に近づくと思うが、整開保については長期的な計
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事務局（金子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新井委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小林幹事 

 

画ということでご理解いただきたい。なお、市の都市計画マス

タープランも同様に長期の計画ではあるが、こちらについては

リーディングプロジェクトとして位置付けた５年ごとの目標等

もある。 

・権限移譲等については、平成２１年に内閣府に設置された地方

主権戦略会議の中で、既に議論がなされている。このような動

向を見定めた中での今回の見直しであるため、期間が空いてい

るが、この地方分権によって市町村の自立性を高める内容にし

たいということで、現在変更手続きを行っているものである。

平成１７年という基準年次が古過ぎるということについては、

都市計画法第６条に位置付けられた都市計画基礎調査というも

のがあり、これは概ね５年に一度行うものであるが、平成１７

年の後は平成２２年を基準とした調査を平成２３年度に行って

いる。しかしながら、この調査を取りまとめて集計、解析等を

行うには相当の期間を要するため、今回は間に合わなかったと

いうことで、その５年前である平成１７年の数値を使用してい

るものである。 

・国や県のデータとしてそれは分かるが、現実に行田市がどう対

応するのかという部分で、例えば前回の審議会で議論した生産

緑地にしても、当該地は既に造成が始まっているわけで、この

審議会自体、古いものを扱っているという印象がある。現実は

常に動いており、そういった点をもっと敏感に捉えてアクショ

ンをとって欲しいと思う。前回の会議で、市民一人当たりの公

園面積が行田市は９㎡、埼玉県全体では６㎡という説明だった

が、調べてみると埼玉県の数値が全国で４３番目、下から数え

た方が早いことが分かる。もっと公園を広げて、あるいは防災

関係も併せて考えていかないと、県や近隣の市だけを見てやっ

ていては、行田市が世間にクローズアップされないのではない

か。 

・地域防災計画という計画の中では、公園に防災機能を位置付け

ているが、この整開保についてはあくまで大まかな方針であり、
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朽木委員 

 

栗原幹事 

 

 

朽木委員 

栗原幹事 

 

高橋委員 

 

 

 

事務局（金子） 

 

 

 

 

 

 

高橋委員 

 

事務局（金子） 

 

 

 

 

 

高橋委員 

 

抽象的な表現が多くなっているが、具体的なものについては、

市の計画の中で活かしていきたい。 

・平成２７年の推計で人口が８万７千人となっているが、現実が

具体的にどのくらいずれているのか、参考にお聞きしたい。 

・整開保では８万７千人だが、市が策定した都市計画マスタープ

ランでは基準年次が平成２２年と異なることから、約８万５千

人で算定している。 

・市街化区域内人口はどうか。 

・手元に資料の用意がないので、後日提供させていただく。（平成

２２年度数値：５３，３４３人） 

・整開保については、大まかな方針であるというのは理解した。

説明の一部で、市の都市計画マスタープランの話があったので

関連してお聞きするが、リーディングプロジェクトの「５年で

見えるまちづくり」とはどのような意味か。 

・都市計画マスタープランも整開保と同様、基本的な方針を定め

るものであるが、その他に施策についても多く位置付けたとこ

ろである。それらの中でも、とりわけ重点的にスピード感をも

って取り組む必要がある事業をリーディングプロジェクトとし

て位置付けたものであり、５年間の間にこれらの事業に取り組

むことにより、行田のまちが変わっていくということを実感で

きるようなものとしたい。 

・５年間で優先的にということだが、５年間の年次計画のような

ものは公表するのか。 

・都市計画マスタープランについては、進行管理を行っており、

関係課の課長級職員が参加して都市計画マスタープラン推進会

議を立ち上げ、そこで進行管理や評価を行う。現在その計画の

評価シートのスケジュール等を作成しており、年度末、あるい

は年度が明けてから、予算等の状況を見て再度修正し、進行管

理シートとして、ホームページ等で公表したいと考えている。 

・先日の一般質問でも私がしたが、そのときはなかったかと思う

が、予算等がある程度決まれば、発表はあると考えてよいのか。 
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小林幹事 

 

 

 

高橋委員 

小林幹事 

 

 

香川委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小林幹事 

 

 

 

・一般質問では部ごとの目標という話だったと思うが、都市計画

マスタープランのリーディングプロジェクトについてはあくま

で事業ごとの管理を行う予定であることから、事業ごとであれ

ば公表する予定である。 

・細かいことは予算書を見ないと分からないということか。 

・予算書は大まかであるが、リーディングプロジェクトについて

は個々の事業について管理をするので、もう少し具体的に分か

ると思う。 

・現行の整開保の告示から約９年が経過しているが、ここに書か

れていることがどの程度進展したのか、その検証はどのように

しているのか確認したい。市街地で言えば「城下町の風情を活

かした・・・」とされており、当然そうあるべきと思うが、行

田駅周辺にしても南河原地域にしてもこの９年間で後退してい

る部分もあると思う。権限移譲を踏まえてより大まかな方針と

するという今回の変更の趣旨は分かるのだが、例えば現行計画

のＰ５「主要用途の配置の方針」の中で、商業業務地として行

田駅周辺、行田市駅周辺、東行田駅周辺についての方針が記載

されており、その方向性は良いとして、また努力をしているの

は分かるのだが、進捗としてはどうなのかと思う。下水道につ

いても同様で、現行計画のＰ１３に「市街地における雨水排除

のため河川改修と整合を図りながら排水施設等の設備を図って

いく」、「流域貯留浸透施設の配置等総合的な治水対策を図る」

などの記述があり、これらについてもそれぞれ実施した部分も

あるが、９年間の中で、その検証を踏まえたうえで今回方針を

変更すると、そのような流れでなければおかしいわけで、その

検証をどのように行って、今回の方針の変更に繋がっているの

かを確認したい。 

・今回は整開保ということで、全県的に基本的な方針を定めるも

ので、個々の点については具体的なものではなく基本的な考え

方を変更の中で定めるということなので、今回の変更にあたっ

て進捗等についての話はない。しかし今回の変更は、様々な権
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事務局（金子） 

 

 

 

 

 

小川会長 

 

 

 

 

小林幹事 

 

 

 

 

 

 

 

小川会長 

 

 

 

 

 

 

 

限移譲を受けて、市が責任をもって取り組むということが大前

提であり、整開保を受ける都市計画マスタープランに位置付け

た事業でも、進捗が遅れているものはあるので、市の責任にお

いて、都市計画マスタープランを基に実施していきたい。 

・例えば下水道では、平成１２年度末の普及率が４６．４％とな

っているが、これが平成２３年度末では５４％となり、約８％

ほど上がっている。整備水準の目標と、主要な施設の整備目標

ということで、現在下水道課で、熊谷第５処理分区や元荒川第

１０処理分区に取り組んでいる。２０年後を目指して、こうい

った認可を取りながら整備を進めているところである。 

・最初の変更スケジュールに関する説明の中で、事前に公述申出

書の提出がなかったので公聴会が中止となっており、他の都市

計画区域でも同様に中止の例が多いとの説明だったが、これは

市の広報が足りないのか、市民の関心が足りないのか、どうあ

るべきと考えているのか。 

・都市計画法は強制力を伴う法律で、私権を制限することから、

決定や変更の手続きは厳密に定めている。公聴会や縦覧は住民

の意見を聴くための制度であり、本市においては市報や市ホー

ムページで周知はしているが、それでも意見書の提出がなかっ

たり、そもそも縦覧者がいないといった結果となっている。こ

れでは何のために縦覧等の制度があるのかということになるの

で、現状でよいということではなく、今後努力していきたい。 

 採決 

・他に質疑がなければ、本案件の「賛否」について伺う。 

・議第１号 行田都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全

の方針の変更」及び議第２号 行田都市計画「区域区分の変更」

について、案のとおり賛成の方は、挙手をお願いする。 

（全員が挙手） 

・全員賛成により案のとおり承認と認める。両案件については、

本日の審議を踏まえ、意見を付したうえで私から市長へ回答さ

せていただく。本日の議事については、これで結審とさせてい
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ただく。 

審議終了 

４ そ の 他 

・前回審議事項の告示予定、本日の議事録公表予定及び次回の会

議開催時期（平成２６年度上半期）について事務局より説明。 

５ 閉  会 

 

 


